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第 ６ 期

定 時 株 主 総 会
招 集 ご 通 知

日時
平成30年６月26日（火曜日）
午前10時

会場
山形市緑町一丁目２番36号
遊学館　２階ホール

議案
第１号議案　剰余金処分の件
第２号議案　定款一部変更の件
第３号議案　取締役12名選任の件
第４号議案　監査役２名選任の件

第６期定時株主総会会場は山形市となっております。
末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照いただき
お間違いのないようご注意ください。

書面またはインターネットによる
議決権行使の期限

平成30年６月25日（月曜日）
午後５時10分まで

株式会社じもとホールディングス
証券コード：7161

表紙
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株主の皆様へ ごあいさつ
　平素より格別のお引き立てをいただき、厚く御
礼申し上げます。
　じもとホールディングスは、おかげさまで、平
成29年10月に設立５周年を迎えました。設立当
初より「お客さまに喜ばれ、信頼され、『じも
と』とともに進化・発展する新たな金融グループ
を創設する」という経営理念のもと、宮城と山形
をつなぐ活動はもとより、他県との連携を深め、
着実に進化、発展を遂げてまいりました。これも
ひとえに地域の皆様からのご支援、ご愛顧の賜物
であり、謹んで感謝申し上げます。
　平成27年４月より３年間にわたり取り組んで
まいりました、中期経営計画の２本柱である「本
気の本業支援」と「本気の統合効果発揮」が、じ
もとグループの特徴として一定の成果を上げて
きた中で、本年度より、これらを更に強化した新
しい中期経営計画がスタートしました。
　キーワードは、「顧客本位の本業支援」と「統
合効果発揮」です。
　「顧客本位の本業支援」では、本業支援を真に
必要としているお客さまのもとへ足を運び、寄り
添うことで、お客さまの成長と喜びを通して地域
経済の発展と地方創生に貢献してまいります。
　また、「統合効果発揮」では、「宮城と山形を
つなぐ」というグループの強みを活かした本業支
援を推し進めるとともに、グループ全体で組織・
業務運営体制の更なる効率化・合理化に努め、こ
れまで以上にシナジーを発揮すべくじもとグル
ープ一丸となって取り組んでまいります。
　皆様方におかれましては、今後ともじもとグル
ープに更なるご理解とご支援を賜りますようお
願い申し上げます。

平成30年６月
株式会社 じもとホールディングス
取締役会長 鈴木　隆 取締役社長 粟野　学

株主の皆様へ
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議決権行使等についてのご案内
議決権は、以下の3つの方法により行使いただくことができます。

行使期限 平成30年６月25日（月）午後５時10分到着分まで

郵送でのご提出
同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、切手を貼ら
ずにご投函ください。

株
主
総
会
に

ご
出
席
さ
れ
る
場
合

株
主
総
会
に

ご
出
席
い
た
だ
け
な
い
場
合

議決権行使書用紙のご記入方法
こちらに、各議案の賛否をご記入ください。
第1号議案 第2号議案

第4号議案

◦賛成の場合
◦否認する場合

「賛」の欄に○印
「否」の欄に○印

◦全員賛成の場合
◦全員否認する場合
◦一部の候補者を
　否認する場合

「賛」の欄に○印
「否」の欄に○印
「賛」の欄に○印をし、
否認する候補者の番号を
ご記入ください。

※‌�各議案に対して賛否の表示がない場合、「賛」の表示があったものとしてお取り扱いいたします。

第3号議案

インターネットによ
る議決権行使に必
要となる、議決権
行使コードとパス
ワードが記載され
ています。

場所 遊学館　２階ホール（末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）
日時 平成30年６月26日（火）午前10時（受付開始：午前９時）

会場受付へのご提出
議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。（ご捺印は不要です。）

行使期限 平成30年６月25日（月）午後５時10分まで

インターネットでのご入力
パソコンから議決権行使サイト（https://soukai.mizuho-tb.co.jp/）にアク
セスし、同封の議決権行使書用紙に記載の「議決権行使コード」及び「パス
ワード」をご入力いただき、画面の案内にしたがって賛否をご入力ください。

詳細は次頁をご覧ください

議決権行使等についてのご案内



2018/05/28 11:40:27 / 17368553_株式会社じもとホールディングス_招集通知（Ｃ）

インターネットによる議決権行使のご案内

議決権行使期限：平成30年６月25日（月）午後５時10分まで

１. インターネットにより議決権を行使される場合は、当社の指定する次の議決権行使ウェブサイトにアク
セスし、画面の案内に従ってご行使くださいますようお願い申し上げます。

https://soukai.mizuho-tb.co.jp/
２. 下記の行使手順に従って、議決権を行使してください。

「次へすすむ」をクリック お手元の議決権行使書用紙に記載され
た「議決権行使コード」を入力し、「次
へ」をクリック

お手元の議決権行使書用紙に記載され
た「パスワード」と新しい「パスワー
ド」を入力し、「登録」をクリック

❶ 議決権行使サイトへアクセス ❷ ログインする ❸ パスワードの入力

以降は画面の入力案内に従って賛否をご入力ください。
ご注意
■パスワード（株主様が変更されたものを含みます。）は今回の総会のみ有効です。次回の株主総会時は新たに発行いた

します。
■パスワードは、ご投票される方が株主様ご本人であることを確認する手段です。本株主総会終了まで、大切に保管くだ

さい。パスワードのお電話等によるご照会には、お答えすることができません。なお、パスワードを弊社よりお尋ねす
ることはございません。

■パスワードは一定回数以上間違えるとロックされ使用できなくなります。ロックされてしまった場合、画面の案内に従
ってお手続きください。

■議決権行使ウェブサイトは一般的なインターネット接続環境にて動作確認を行っておりますが、ご利用の機器によって
はご利用いただけない場合もございます。

■インターネット接続に係る費用は株主様のご負担となります。
■書面とインターネットにより、重複して議決権を行使された場合は、インターネットによるものを有効な行使としてお

取り扱いいたします。
■インターネットによって複数回、議決権行使をされた場合は、最後のものを有効な行使としてお取り扱いいたします。

お問い合わせ先について
■インターネットによる議決権行使で、パソコンの操作方法等がご不明の場合は、下記にお問い合わせください。

みずほ信託銀行 証券代行部　インターネットヘルプダイヤル

フリーダイヤル 0120-768-524（受付時間 9：00～21：00 土・日・休日を除く)

インターネットによる議決権行使のご案内
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株主各位 (証券コード　7161)
平成30年６月７日

仙台市青葉区一番町二丁目１番１号

株式会社じもとホールディングス
取 締 役 社 長 粟 野 　 学

第６期定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第６期定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席くださいま
すようご通知申し上げます。
　当日ご出席願えない場合は、書面またはインターネットによって議決権を行使するこ
とができますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討くださいまして、議
決権行使等についてのご案内にしたがって、株主総会前日の営業時間終了時（平成30年
６月25日（月曜日）午後５時10分）までに議決権を行使してくださいますようお願い申
し上げます。

敬具

会場につきまして
・前回の定時株主総会は仙台市の仙台銀行本店９階講堂で開催いたしましたが、今回の第６期定時株主総会に

つきましては、山形市の遊学館２階ホールでの開催とし、仙台市の仙台銀行本店９階講堂を中継会場とする
ことにいたします。

 

・末尾の株主総会会場ご案内図及び中継会場ご案内図をご参照いただき、お間違いのないようご注意くださ
い。

・なお、次回株主総会は仙台市で開催する予定としております。

《　仙台市の中継会場にご来場の株主様へ　》
※　仙台市の中継会場は、会社法上の株主総会の会場ではございません。中継会場では株主総会会場の模様

を、スクリーンを通してご覧いただけるようになっておりますが、ご質問、賛否等株主様の権利のご行使
はできませんので、ご了承願います。

※　中継会場にご来場の場合は、書面またはインターネットにより、あらかじめ議決権のご行使をお済ませの
うえ、中継会場入場票を会場受付へご提出くださいますよう、お願い申し上げます。

－ 1 －

株主各位
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記

1 日　　時 平成30年６月26日（火曜日）午前10時

2 場　　所 山形市緑町一丁目２番36号
遊学館　２階ホール
(末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。)

3 目的事項 報告事項 １．第６期（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）
事業報告の内容、連結計算書類の内容ならびに会計監査人及び
監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

２．第６期（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）
計算書類の内容報告の件

決議事項 第１号議案　剰余金処分の件
第２号議案　定款一部変更の件
第３号議案　取締役12名選任の件
第４号議案　監査役２名選任の件

以　上

※　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し上げま
す。また、資源節約のため、この「招集ご通知」をご持参くださいますようお願い申し上げます。

※　本招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、連結計算書類の「連結注記表」及び計算書類の「個別注記表」につき
ましては、法令及び定款第26条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイトに掲載しておりますので、本
招集ご通知の添付書類には掲載しておりません。
したがいまして、本招集ご通知の添付書類は、会計監査人及び監査役が監査報告書を作成するに際して監査をした連
結計算書類及び計算書類の一部であります。

※　株主総会参考書類ならびに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、修正後の事項をインターネ
ット上の当社ウェブサイトに掲載させていただきます。

当社ウェブサイト（https://www.jimoto-hd.co.jp/）

－ 2 －

株主各位



2018/05/28 11:40:27 / 17368553_株式会社じもとホールディングス_招集通知（Ｃ）

株主総会参考書類

第1号議案 剰余金処分の件

　剰余金の処分につきましては、銀行持株会社としての公共性に鑑み適正な内部留保の充実により財
務体質の強化に努めるとともに、株主の皆様への安定した配当を実施することを基本方針としており
ます。
　期末配当につきましては、業績及び経営環境等を勘案いたしまして、普通株式１株につき２円50銭
とさせていただきたいと存じます。
　なお、中間配当金２円50銭を加えた普通株式の年間配当金は１株につき５円となります。
　また、優先株式の期末配当金は、所定のものであります。

期末配当に関する事項

配当財産の種類 金銭

配当財産の割当てに関する事項
及びその総額

普通株式 １株につき２円50銭 総額 447,148,245円
Ｂ種優先株式 １株につき０円07銭 総額 9,100,000円
Ｃ種優先株式 １株につき１円27銭８厘 総額 127,800,000円
Ｄ種優先株式 １株につき０円06銭 総額 3,000,000円

合計 587,048,245円

剰余金の配当が効力を生じる日 平成30年６月27日（水）

－ 3 －

剰余金処分議案
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第2号議案 定款一部変更の件

1．提案の理由
　平成29年４月１日施行の「情報通信技術の進展等の環境変化に対応するための銀行法等の一部
を改正する法律」（平成28年法律第62号）により、銀行持株会社が営むことができる業務の範囲
の見直しが実施されたことから、当社の業務を機動的に拡大できるようにするため、現行定款第
２条に規定する事業目的の一部を変更するものであります。

2．変更の内容
　変更の内容は次のとおりであります。

(下線部分は変更箇所)

現行定款 変更案

（目的） （目的）
第２条　当会社は、銀行持株会社として、次の業

務を営むことを目的とする。
第２条　当会社は、銀行持株会社として、次の業

務を営むことを目的とする。
 

１．銀行その他銀行法により子会社とする
ことができる会社の経営管理

 

１．銀行その他銀行法により子会社とする
ことができる会社の経営管理

（新設） ２．前号に掲げる業務のほか銀行法により銀
行持株会社が営むことができる業務

２．その他前号の業務に付帯または関連する
業務

３．前各号の業務に付帯または関連する業務

－ 4 －

定款一部変更議案
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第3号議案 取締役12名選任の件

　取締役鈴木隆氏、粟野学氏、御園生勇郎氏、坂本行由氏、田中達彦氏、髙橋博氏、高橋幹男氏、斎
藤義明氏、早坂徳四郎氏、香川利則氏、熊谷満氏、内藤和暁氏の12名は、本総会終結の時をもって任
期満了となります。
　つきましては、取締役12名の選任をお願いいたしたいと存じます。
　取締役候補者は、次のとおりであります。
　なお、取締役候補者の選任にあたりましては、透明性と公正性を確保し当社グループの持続的な成
長と中長期的な企業価値の向上を図ることを目的に設置した指名・報酬協議会※の諮問を受けた上で
決定しております。

※指名・報酬協議会は、取締役会の諮問機関として社外取締役２名を含む４名で構成し、委員長は
社外取締役が務めております。

候補者
番 号 氏　名 現在の当社における地位

１ 再 任
すず
鈴

き
木

 
　

たかし
隆 代表取締役会長

２ 再 任
あわ
粟

の
野

 
　

まなぶ
学 代表取締役社長

３ 再 任
さい
斎

とう
藤

よし
義

あき
明 取締役

４ 再 任
た
田

なか
中

たつ
達

ひこ
彦 取締役

５ 新 任
さ
佐

とう
藤

 
　

あきら
彰 ―

６ 再 任
たか
高

はし
橋

みき
幹

お
男 取締役

７ 再 任
か
香

がわ
川

とし
利

のり
則 取締役

８ 新 任
こん
紺

の
野

とみ
富

お
男 ―

９ 新 任
お
尾

がた
形

 
　

つよし
毅 ―

10 新 任
かわ
川

ごえ
越

こう
浩

じ
司 ―

11 再 任
ない
内

とう
藤

かず
和

あき
暁 社外取締役候補者 独立役員 社外取締役

12 新 任
や
矢

はぎ
萩

やす
保

お
雄 社外取締役候補者 独立役員 ―

－ 5 －

取締役選任議案
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候補者番号

1
す ず

鈴
き

木
 

　
たかし

隆
（昭和29年１月20日生）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社株式の数
昭和52年 4 月 振興相互銀行（現仙台銀行）入行

普通株式 37,900株

平成12年 4 月 同行推進部統轄課長兼開発課長
平成14年 8 月 同行推進部個人営業課長
平成15年 4 月 同行推進部副部長兼個人営業課長
平成15年 6 月 同行取締役融資部長
平成17年 6 月 同行取締役企画部長
平成18年 4 月 同行取締役企画部長兼リスク統括部長
平成18年 6 月 同行取締役総務部長
平成19年 6 月 同行常務取締役総務部長
平成20年 6 月 同行常務取締役
平成21年 6 月 同行代表取締役常務
平成24年10月 当社取締役
平成25年 6 月 当社代表取締役会長（現任）

仙台銀行代表取締役頭取（現任）
(重要な兼職の状況)

株式会社仙台銀行代表取締役頭取（現任）

【取締役候補者に関する特記事項】
鈴木隆氏と当社との間には、特別の利害関係はありません。

【取締役候補者とした理由】
平成24年10月当社の取締役就任並びに平成25年６月の代表取締役就任以来、県境を越えた地域金融グループの特徴作りと地域経
済の復興・創生に向けた取り組みを継続的に指揮するなど、経営管理に卓越したリーダーシップを発揮しており、これらの経験
に加え、公正かつ効率的に遂行できる知識、十分な社会的信用を有していることから取締役候補者としました。

候補者番号

２
あ わ

粟
の

野
 

　
まなぶ

学
（昭和31年２月７日生）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社株式の数
昭和54年 4 月 山形相互銀行（山形しあわせ銀行）入行

普通株式 31,900株

平成 3 年 4 月 同行企画部企画課長
平成11年 6 月 同行総合企画部長
平成13年 6 月 同行取締役総合企画部長
平成17年 6 月 同行専務取締役
平成17年10月 きらやかホールディングス取締役
平成19年 5 月 きらやか銀行専務取締役
平成19年 6 月 きらやかホールディングス専務取締役
平成20年 2 月 きらやか銀行代表取締役専務
平成20年 4 月 同行代表取締役頭取（現任）
平成24年10月 当社代表取締役社長（現任）
(重要な兼職の状況)

株式会社きらやか銀行代表取締役頭取（現任）

【取締役候補者に関する特記事項】
粟野学氏と当社との間には、特別の利害関係はありません。

【取締役候補者とした理由】
平成24年10月当社の代表取締役就任以来、県境を越えた地域金融グループの特徴作りと地域経済の復興・創生に向けた取り組み
を継続的に指揮するなど、経営管理に卓越したリーダーシップを発揮しており、これらの経験に加え、公正かつ効率的に遂行で
きる知識、十分な社会的信用を有していることから取締役候補者としました。

－ 6 －

取締役選任議案
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候補者番号

３
さ い

斎
と う

藤
よ し

義
あ き

明
（昭和34年１月８日生）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社株式の数
昭和56年 4 月 振興相互銀行（現仙台銀行）入行

普通株式 20,500株

平成14年 8 月 同行融資部融資統括課長
平成16年 4 月 同行東部工場団地支店長
平成17年 4 月 同行企画部主任調査役
平成18年 4 月 同行業務監査部副部長兼監査課長
平成21年 4 月 同行業務監査部長
平成22年 6 月 同行取締役リスク統括部長
平成23年 6 月 同行取締役本店営業部長
平成25年 6 月 同行常務取締役（現任）

当社取締役（現任）
(重要な兼職の状況)

株式会社仙台銀行常務取締役（現任）

【取締役候補者に関する特記事項】
斎藤義明氏と当社との間には、特別の利害関係はありません。

【取締役候補者とした理由】
平成25年６月当社の取締役就任以来、特に子会社管理の市場部門を統括し、経営管理の的確、公正かつ効率的に遂行できる知識、
経験及び十分な社会的信用を有していることから取締役候補者としました。

候補者番号

４
た

田
な か

中
た つ

達
ひ こ

彦
（昭和33年10月15日生）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社株式の数
昭和56年 4 月 日本興業銀行入行

普通株式 29,400株

平成14年 3 月 みずほコーポレート銀行産業調査部次長
平成17年10月 同行コンプライアンス統括部参事役
平成19年 5 月 同行コンプライアンス統括部管理室長
平成22年 4 月 きらやか銀行常務執行役員
平成22年 6 月 同行常務取締役
平成24年10月 当社取締役（現任）
平成28年 6 月 きらやか銀行代表取締役常務（現任）
(重要な兼職の状況)

株式会社きらやか銀行代表取締役常務（現任）

【取締役候補者に関する特記事項】
田中達彦氏と当社との間には、特別の利害関係はありません。

【取締役候補者とした理由】
平成24年10月当社の取締役就任以来、特に子会社管理のリスク統括部門を統括し、経営管理の的確、公正かつ効率的に遂行でき
る知識、経験及び十分な社会的信用を有していることから取締役候補者としました。

－ 7 －

取締役選任議案
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候補者番号

５ 新任
候補者

さ

佐
と う

藤
 

　
あきら

彰
（昭和30年４月３日生）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社株式の数
昭和53年 4 月 振興相互銀行（現仙台銀行）入行

普通株式 11,100株

平成14年 4 月 同行田尻支店長
平成17年 4 月 同行泉ヶ丘支店長
平成19年 4 月 同行佐沼支店長
平成21年 6 月 同行推進部長
平成24年 5 月 同行推進部長兼カード事業部長
平成25年 6 月 同行取締役地元企業応援部長
平成26年 6 月 当社取締役
平成27年 6 月 当社取締役退任
平成28年 6 月 仙台銀行常務取締役（現任）
(重要な兼職の状況)

株式会社仙台銀行常務取締役（現任）

【取締役候補者に関する特記事項】
佐藤彰氏と当社との間には、特別の利害関係はありません。

【取締役候補者とした理由】
子銀行である仙台銀行の推進部長をはじめ、地元企業応援部長の要職を歴任、平成28年６月から常務取締役として経営手腕を発
揮、経営者としての資質を備え、当社の事業発展に十分貢献できる人材であると判断したことから取締役候補者としました。

候補者番号

６
た か

高
は し

橋
み き

幹
お

男
（昭和33年３月14日生）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社株式の数
昭和55年４月 山形相互銀行（山形しあわせ銀行）入行

普通株式 23,800株

平成14年４月 同行総合企画部次長
平成15年10月 同行総務部長
平成16年６月 同行人財部長
平成19年５月 きらやか銀行人事部長
平成20年４月 同行人事総務部長
平成20年10月 同行営業統括部長
平成21年６月 同行執行役員営業統括部長
平成22年４月 同行執行役員中央営業部長
平成23年10月 同行執行役員営業統括部長
平成24年６月 同行取締役営業統括部長
平成25年４月 同行取締役営業本部長
平成27年６月 同行取締役営業本部長兼営業推進部長
平成28年６月 同行常務取締役
平成29年 6 月 同行代表取締役常務（現任）

当社取締役（現任）
(重要な兼職の状況)

株式会社きらやか銀行代表取締役常務（現任）

【取締役候補者に関する特記事項】
高橋幹男氏と当社との間には、特別の利害関係はありません。

【取締役候補者とした理由】
平成29年６月当社の取締役就任以来、特に子会社管理の融資部門を統括し、経営管理の的確、公正かつ効率的に遂行できる知識、
経験及び十分な社会的信用を有していることから取締役候補者としました。

－ 8 －

取締役選任議案
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候補者番号

７
か

香
が わ

川
と し

利
の り

則
（昭和31年４月18日生）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社株式の数
昭和54年 4 月 振興相互銀行（現仙台銀行）入行

普通株式 14,300株

平成15年 6 月 同行東京支店長
平成18年 6 月 同行市場運用部副部長
平成19年 6 月 同行市場運用部長
平成22年 6 月 同行業務監査部長
平成24年 2 月 同行市場運用部長
平成25年 6 月 同行取締役本店営業部長
平成28年 6 月 同行取締役（現任）

当社取締役総合企画部長（現任）
(重要な兼職の状況)

株式会社仙台銀行取締役（現任）

【取締役候補者に関する特記事項】
香川利則氏と当社との間には、特別の利害関係はありません。

【取締役候補者とした理由】
平成28年６月当社の取締役就任以来、グループの戦略等を立案する経営戦略部門、会社の運営・企画等を行う総合企画部門を統
括し、リーダーシップを発揮するなど、経営管理の的確、公正かつ効率的に遂行できる知識、経験及び十分な社会的信用を有し
ていることから取締役候補者としました。

候補者番号

８ 新任
候補者

こ ん

紺
の

野
と み

富
お

男
（昭和32年12月７日生）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社株式の数
昭和56年 4 月 殖産相互銀行（殖産銀行）入行

普通株式 11,400株

平成13年 4 月 同行市場金融部外国為替課長兼証券管理課長
平成19年 5 月 きらやか銀行市場金融部外国為替課長兼証券管理課長
平成20年 4 月 同行市場金融部長
平成25年 6 月 同行執行役員市場金融部長
平成28年 6 月 同行取締役市場金融部長
平成29年 6 月 同行常務取締役（現任）
(重要な兼職の状況)

株式会社きらやか銀行常務取締役（現任）

【取締役候補者に関する特記事項】
紺野富男氏と当社との間には、特別の利害関係はありません。

【取締役候補者とした理由】
子銀行であるきらやか銀行の市場金融部門の経歴が長く、その的確な判断から収益拡大に貢献、平成20年４月から市場金融部長
として経営手腕を発揮、経営者としての資質を備え、当社の事業発展に十分貢献できる人材であると判断したことから取締役候
補者としました。

－ 9 －

取締役選任議案
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候補者番号

９ 新任
候補者

お

尾
が た

形
 

　
つよし

毅
（昭和41年１月30日生）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社株式の数
平成元年 4 月 仙台銀行入行

普通株式 9,700株

平成17年 4 月 同行企画部企画課長
平成22年 4 月 同行企画部副部長兼企画課長兼経営管理室長
平成24年10月 同行企画部長
平成25年10月 同行経営企画部長兼経理部長
平成27年 6 月 同行取締役経営企画部長兼経理部長
平成28年 6 月 同行取締役本店営業部長（現任）
(重要な兼職の状況)

株式会社仙台銀行取締役（現任）

【取締役候補者に関する特記事項】
尾形毅氏と当社との間には、特別の利害関係はありません。

【取締役候補者とした理由】
子銀行である仙台銀行の経営企画部門の経歴が長く、豊富な経験と幅広い見識を有し企業価値の向上に貢献、平成28年６月から
取締役本店営業部長として経営手腕を発揮、経営者としての資質を備え、当社の事業発展に十分貢献できる人材であると判断し
たことから取締役候補者としました。

候補者番号

10 新任
候補者

か わ

川
ご え

越
こ う

浩
じ

司
（昭和38年11月23日生）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社株式の数
昭和62年 4 月 山形相互銀行（山形しあわせ銀行）入行

普通株式 35,125株

平成19年 5 月 きらやか銀行営業本部法人営業部法人営業推進課長
平成20年 4 月 同行経営企画部東京事務所長
平成21年11月 同行経営企画部副部長兼東京事務所長
平成22年 4 月 同行経営企画部長
平成26年 4 月 同行執行役員寒河江支店長
平成28年 6 月 同行執行役員経理部長

当社経営戦略部長（現任）
平成29年 6 月 きらやか銀行常務執行役員経理部長
平成30年 4 月 同行常務執行役員（現任）
(重要な兼職の状況)

株式会社きらやか銀行常務執行役員（現任）

【取締役候補者に関する特記事項】
川越浩司氏と当社との間には、特別の利害関係はありません。

【取締役候補者とした理由】
子銀行であるきらやか銀行の東京事務所長をはじめ、経営企画部長、寒河江支店長の要職を歴任、平成28年６月から当社の経営
戦略部長として経営手腕を発揮、経営者としての資質を備え、当社の事業発展に十分貢献できる人材であると判断したことから
取締役候補者としました。

－ 10 －

取締役選任議案
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候補者番号

11
社外

取締役
候補者

独立
役員

な い

内
と う

藤
か ず

和
あ き

暁
（昭和40年12月10日生）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社株式の数
平成10年 4 月 弁護士登録（山形県弁護士会）

普通株式  ― 株

平成10年 4 月 古澤・内藤法律事務所入所（現任）
平成14年 4 月 東北芸術工科大学非常勤講師
平成16年 4 月 山形県弁護士会副会長
平成16年 4 月 東北弁護士連合会理事
平成20年10月 山形大学医学部非常勤講師
平成23年10月 山形県土地利用審査会会長（現任）
平成27年６月 当社取締役（現任）
平成28年４月 山形県弁護士会副会長
平成28年４月 東北弁護士連合会理事
平成28年４月 山形県立保健医療大学非常勤理事（現任）
平成29年４月 山形県弁護士会会長
平成29年４月 日本弁護士連合会理事
(重要な兼職の状況)

古澤・内藤法律事務所弁護士（現任）

【社外取締役候補者に関する特記事項】
内藤和暁氏と当社の間には、特別の利害関係はありません。
同氏は、社外取締役候補者であります。
同氏を社外取締役候補者とした理由及び同氏が職務を適切に遂行できるものと判断した理由は、弁護士としての専門的な知識と
豊富な経験を有しており、公正かつ中立な立場から取締役会の意思決定の妥当性、相当性を確保するための提言や意見表明をい
ただけるためであります。
同氏の当社社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって３年であります。
当社は、同氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、届け出ております。同氏の再任が承認された場合には、
引き続き独立役員とする予定であります。
当社は、同氏との間で会社法第427条第１項の規定により、同法第423条第１項の賠償責任を法令の定める限度まで限定する契約
を締結しております。当社は、本総会において同氏の再任が承認された場合、本契約を継続する予定であります。当該契約に基
づく損害賠償責任の限度額は、法令が規定する最低責任限度額であります。

－ 11 －

取締役選任議案
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候補者番号

12 新任
候補者

社外
取締役
候補者

独立
役員

や

矢
は ぎ

萩
や す

保
お

雄
（昭和26年２月14日生）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社株式の数
昭和46年 4 月 東北電力株式会社入社

普通株式  ― 株

平成13年 3 月 同社お客さま本部配電部副部長
平成19年 6 月 同社取締役お客さま本部副本部長お客さま本部配電部長
平成21年 6 月 同社上席執行役員新潟支店長
平成23年 6 月 同社常務取締役お客さま本部長代理
平成24年 6 月 同社取締役副社長お客さま本部長
平成25年 6 月 株式会社ユアテック監査役（非常勤）
平成27年 6 月 東北電力株式会社取締役副社長退任

株式会社ユアテック取締役会長（現任）
(重要な兼職の状況)

株式会社ユアテック取締役会長（現任）

【社外取締役候補者に関する特記事項】
矢萩保雄氏と当社の間には、特別の利害関係はありません。
同氏は、社外取締役候補者であります。
同氏は、企業経営者としての豊富な経験と幅広い見識を有しており、公正かつ中立な立場から取締役会の意思決定の妥当性、相
当性を確保するための提言や意見表明をいただけることから、社外取締役候補者としました。
当社は同氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として同取引所に届け出る予定であります。
同氏の選任が承認された場合、当社は同氏との間で会社法第427条第１項の規定により、同法第423条第１項の賠償責任を限定す
る責任限定契約を締結する予定であります。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が規定する最低責任限度額とする
予定であります。

－ 12 －

取締役選任議案
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第4号議案 監査役２名選任の件

　監査役熊谷廣安氏は、本総会終結の時をもって辞任により退任されます。また、監査役三浦俊一氏
は、本総会終結の時をもって任期満了となります。
　つきましては、改めて監査役２名の選任をお願いいたしたいと存じます。
　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
　監査役候補者は次のとおりであります。
　なお、早坂正代氏は熊谷廣安氏の補欠（任期は平成31年６月開催予定の第７期定時株主総会終結の
時まで）として、選任をお願いしたいと存じます。

候補者番号

1 新任
候補者

は や

早
さ か

坂
ま さ

正
し ろ

代
（昭和31年10月５日生）

略歴、地位及び重要な兼職の状況 所有する当社株式の数
昭和50年 4 月 振興相互銀行（現仙台銀行）入行

普通株式 8,700株

平成15年 8 月 同行高砂支店長
平成17年 8 月 同行白石支店長
平成20年 4 月 同行融資部副部長兼審査課長
平成23年 7 月 同行多賀城支店長
平成26年 2 月 同行融資部長
平成27年 6 月 同行監査部長
平成28年 6 月 同行監査役（現任）
(重要な兼職の状況)

株式会社仙台銀行監査役（現任）

【監査役候補者に関する特記事項】
早坂正代氏と当社との間には、特別の利害関係はありません。

【監査役候補者とした理由】
子銀行である仙台銀行の多賀城支店長をはじめ、融資部長、監査部長の要職を歴任、実務経験に基づく的確な提言や意見、並び
に公正かつ中立な立場で当社の経営全般の監督を期待できることから監査役候補者としました。

－ 13 －

監査役選任議案
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候補者番号

2
社外

監査役
候補者

独立
役員

み

三
う ら

浦
しゅん

俊
い ち

一
（昭和24年１月５日生）

略歴、地位及び重要な兼職の状況 所有する当社株式の数
昭和46年11月 宮城県庁入庁

普通株式 3,200株

平成 6 年 4 月 保健福祉部長寿社会政策課長
平成12年 4 月 産業経済部次長
平成15年 4 月 東京事務所長
平成16年 4 月 環境生活部長
平成18年 4 月 産業経済部長
平成19年 4 月 総務部長
平成20年 3 月 宮城県庁退職
平成20年 7 月 宮城県環境事業公社理事長
平成22年 4 月 宮城県文化振興財団理事長
平成22年 4 月 宮城県社会福祉協議会会長
平成26年 5 月 仙台銀行監査役
平成26年 6 月 当社監査役（現任）
平成28年 6 月 仙台銀行監査役退任
(重要な兼職の状況)
　重要な兼職はありません。

【社外監査役候補者に関する特記事項】
三浦俊一氏と当社との間には、特別の利害関係はありません。
同氏は、社外監査役候補者であります。
同氏を社外監査役候補者とした理由及び同氏が職務を適切に遂行できるものと判断した理由は、宮城県において環境生活部長、
産業経済部長、総務部長、宮城県社会福祉協議会会長等を歴任され、その経歴を通じて培った経験と見識に基づき、公正かつ中
立な立場で当社の経営全般の監督を期待できるものと判断したためであります。
同氏の当社社外監査役としての在任期間は、本総会の時をもって４年であります。
同氏は、過去に当社子会社の非業務執行役員（監査役）であったことがあります。
当社は、同氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として同取引所へ届け出ております。同氏の再任が承認された場合には
引き続き独立役員とする予定であります。
当社は、同氏との間で会社法第427条第１項の規定により、同法第423条第１項の賠償責任を法令の定める額まで限定する契約を
締結しております。本総会において同氏の再任が承認された場合、本契約を継続する予定であります。当該契約に基づく損害賠
償責任の限度額は、法令が規定する最低責任限度額であります。

以　上

－ 14 －
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添付書類

第６期 (平成29年 4 月 1 日から
平成30年 3 月31日まで) 事業報告

１．当社の現況に関する事項
⑴　企業集団の事業の経過及び成果等

①　企業集団の主要な事業内容
　　　 当社グループは、銀行持株会社である当社、株式会社きらやか銀行（以下「きらやか銀行」
　　 といいます｡）及び株式会社仙台銀行（以下「仙台銀行」といいます｡）を含む連結子会社6社及
　　 び関連会社（持分法適用会社）1社で構成される企業集団であり、銀行業務を中心に、カード業
　　 務、リース業務及びコンサルティング業務などの幅広い金融サービスを提供しております。

②　金融経済環境
　　　 当連結会計年度のわが国経済は、大企業などの企業収益が上向き、雇用環境の改善を背景に
　　 緩やかな景気回復の動きが見られました。一方で、米国の政策動向や地政学的リスクの高まり
　　 など、不安定な国際情勢の影響が懸念され、依然として先行き不透明な状況となっておりま
　　 す。

　　 当社グループの営業エリアである宮城県経済は、東日本大震災の発生から7年目が経過し暮ら
　 しや産業の再生が進むなかで、住宅投資や公共投資、個人消費などに一部弱い動きがみられる
　 ものの、生産は上昇傾向を続け、求人倍率も高水準で推移するなど、緩やかな回復基調となり
　 ました。また、山形県経済は、個人消費に力強さが欠けるものの、雇用情勢は着実に改善して
　 おり、鉱工業生産も含め緩やかな回復の動きがみられました。
　　 金融面では、日本銀行のマイナス金利政策の維持により低金利水準が継続となりました。日
　 経平均株価は、平成29年11月にバブル崩壊後の高値を更新するなど、世界的な好景気に支えら
　 れ、年度末の終値は27年ぶりの高値となりました。為替相場は、米国政府の政策への警戒から
　 円高ドル安での推移となりました。

③　企業集団の事業の経過及び成果
　　 このような環境のもと、当社では、設立当初より「お客さまに喜ばれ、信頼され、『じも
　 と』とともに進化・発展する新たな金融グループを創設する」という経営理念のもと、宮城と
　 山形をつなぐ活動はもとより、他県の金融機関との連携も深め、着実に進化、発展を遂げてま
　 いりました。
　　 当連結会計年度においては、中期経営計画の最終年度でもあり、じもとグループの特徴であ
　 る「本業支援」を柱とし、お客さまと価値観を共有して創造を続ける「持続可能なビジネスモ
　 デル」の確立を目指してまいりました。
　　 その結果、じもとグループの「本業支援」は着実に進化・発展し、その主な取り組みの一つ
　 でもあります、宮城と山形をつなぐ両行間のビジネスマッチングは紹介件数、成約実績共に年
　 々増加しております。
　　 統一化・効率化に向けた取り組みとして両行の業務「方針」と「規程」、制度面では両行の
　 人事制度の統一を図りました。両行が保有するサブシステムにおいても、合計56システムの統

－ 15 －

企業集団の事業の経過及び成果等
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　 一が完了となりました。特に、平成29年10月より両行の事務集中業務の一部を、新設したきら
　 やか銀行事務センターへ集約しグループ内の効率化を一層推進しております。
　　 当連結会計年度における当社グループの経常収益は、国債等債券売却益及び有価証券利息配
　 当金が減少したことなどから前連結会計年度比14億65百万円減少の426億66百万円となりまし
　 た。
　　 経常費用は、役務取引等費用が増加したものの、資金調達費用及びその他業務費用が減少し
　 たことから前連結会計年度比4億45百万円減少の389億49百万円となりました。その結果、経常
　 利益は、前連結会計年度比10億20百万円減少の37億17百万円、親会社株主に帰属する当期純利
　 益は、前連結会計年度比16億10百万円減少の30億18百万円となりました。
　　 当連結会計年度末の連結財政状態につきましては、総資産は、前連結会計年度末比427億円減
　 少の２兆5,277億円、純資産は、前連結会計年度末比87百万円減少の1,155億円となりました。
　　 主な勘定残高につきましては、貸出金残高は、中小企業等貸出金の増加などから前連結会計
　 年度末比239億円増加の１兆7,220億円となりました。預金残高（譲渡性預金含む）は、公金預
　 金の減少などから前連結会計年度末比203億円減少の２兆3,332億円となりました。有価証券残
　 高は、投資環境や市場動向に留意しながら効率的な資金運用に努めたことなどから前連結会計
　 年度末比389億円減少の5,904億円となりました。

441425

第５期
（平成28年度）

第４期
（平成27年度）

427

第３期
（平成26年度）

426

第６期
（平成29年度）

（単位：億円）連結経常収益

393372

第５期
（平成28年度）

第４期
（平成27年度）

360

第３期
（平成26年度）

389

第６期
（平成29年度）

（単位：億円）連結経常費用

16,98016,003

第５期
（平成28年度）

16,789

第４期
（平成27年度）

第３期
（平成26年度）

17,220

第６期
（平成29年度）

（単位：億円）貸出金

23,53523,587

第５期
（平成28年度）

23,365

第４期
（平成27年度）

第３期
（平成26年度）

23,332

第６期
（平成29年度）

（単位：億円）預金等（譲渡性預金を含む）

6,294
7,528

第５期
（平成28年度）

6,827

第４期
（平成27年度）

第３期
（平成26年度）

5,904

第６期
（平成29年度）

（単位：億円）有価証券

－ 16 －
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　なお、主要な子会社の損益等につきましては、以下の通りとなりました。
【きらやか銀行（単体）の損益及び主要勘定残高（末残）】

（単位：億円）
平成28年度 平成29年度 増減

損　益

経 常 収 益 226 216 △9

コ ア 業 務 粗 利 益 184 181 △3

コ ア 業 務 純 益 30 29 △1

経 常 利 益 21 24 3

当 期 純 利 益 22 19 △2

主要勘定残高
（末　残）

総 資 産 14,335 14,228 △107

預金等（譲渡性預金を含む） 12,957 12,920 △37

総 預 か り 資 産 1,119 1,153 33

貸 出 金 10,271 10,209 △62

有 価 証 券 2,849 2,621 △228

（注）　記載金額は単位未満を切り捨てて表示しております。

【仙台銀行（単体）の損益及び主要勘定残高（末残）】
（単位：億円）

平成28年度 平成29年度 増減

損　益

経 常 収 益 157 157 0

コ ア 業 務 粗 利 益 130 122 △7

コ ア 業 務 純 益 25 15 △9

経 常 利 益 28 18 △10

当 期 純 利 益 26 15 △10

主要勘定残高
（末　残）

総 資 産 11,299 10,987 △311

預金等（譲渡性預金を含む） 10,702 10,441 △261

総 預 か り 資 産 834 907 72

貸 出 金 6,725 7,025 300

有 価 証 券 3,474 3,314 △160

（注）　記載金額は単位未満を切り捨てて表示しております。

－ 17 －
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④　企業集団の対処すべき課題
　　 震災から7年が経過し、復興に向けたまちづくりが進み、災害公営住宅の整備や新たな商店街
　 が開業するなど、暮らしと産業の再生が進んでおります。一方で、新しいコミュニティーの形
　 成支援や被災された方々の心のケア、被災企業の販路・雇用問題など、中長期的に取り組まな
　 ければならない課題も少なくありません。
　　 当グループは、発足直後から「本業支援」に組織的・継続的に取り組み、その成果は地域社
　 会から一定の評価を受けております。しかし、今後の経営環境は、マイナス金利の影響、フィ
　 ンテック、異業種からの参入など、更に厳しさを増していくことが予想されます。
　　 このような中で、平成30年４月より３ヵ年の「新中期経営計画」では、前中期経営計画から
　 更に一歩踏み込んだ「顧客本位の本業支援」と「統合効果の発揮」を柱とし、これまで積上げ
　 てきたじもとグループの「本業支援を核とした持続可能なビジネスモデル」により顧客基盤、
　 収益基盤を構築し、併せてこれまで進めてきた統合・統一の効果を最大限に享受すべく、グル
　 ープ一丸となって取り組んでまいります。

－ 18 －
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⑵　企業集団及び当社の財産及び損益の状況
イ．企業集団の財産及び損益の状況

（単位：億円）
平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

経 常 収 益 427 425 441 426
経 常 利 益 67 52 47 37
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 59 48 46 30
包 括 利 益 132 △8 21 11
純 資 産 額 1,166 1,146 1,156 1,155
総 資 産 25,462 25,250 25,705 25,277

（注）　記載金額は単位未満を切り捨てて表示しております。

47

67

第５期
（平成28年度）

52

第４期
（平成27年度）

第３期
（平成26年度）

37

第６期
（平成29年度）

（単位：億円）経常利益

46
59

第５期
（平成28年度）

48

第４期
（平成27年度）

第３期
（平成26年度）

30

第６期
（平成29年度）

（単位：億円）親会社株主に帰属する当期純利益

－ 19 －

企業集団及び当社の財産及び損益の状況



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

2018/05/28 11:40:27 / 17368553_株式会社じもとホールディングス_招集通知（Ｃ）

ロ．当社の財産及び損益の状況
（単位：億円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

営 業 収 益 17 17 18 17

受 取 配 当 額 13 13 13 12

銀 行 業 を 営 む 子 会 社 13 13 13 12

そ の 他 の 子 会 社 ― ― ― ―

当 期 純 利 益 1,353百万円 1,345百万円 1,331百万円 1,268百万円

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 円 　銭 円 　銭 円 　銭 円 　銭
5　58 5　57 5　70 5　53

総 資 産 1,030 1,032 1,032 953

銀 行 業 を 営 む 子 会 社 株 式 等 935 935 935 935

そ の 他 の 子 会 社 株 式 等 ― ― ― ―

（注）１．記載金額は単位未満を切り捨てて表示しております。
２．１株当たり当期純利益は自己株式数控除後の期中平均発行済株式数に基づいて算出しております。

なお、自己株式数には、株式給付信託（ＢＢＴ）導入において設定した、資産管理サービス信託銀行株式会社（信
託Ｅ口）が所有する当社株式を加算しております。

⑶　企業集団の使用人の状況
当 年 度 末 前 年 度 末

銀行業 その他 銀行業 その他

使用人数 1,679人 70人 1,656人 76人

（注）　使用人数は就業員数であり、臨時雇員及び嘱託を含んでおりません。

－ 20 －
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⑷　企業集団の主要な営業所等の状況
イ．銀行業

株式会社きらやか銀行
当 年 度 末 前 年 度 末

店　うち出張所 店　うち出張所
山 形 県 99 (　 ―） 100 (　　1）
宮 城 県 7 （　 ―） 7 （　 ―）
福 島 県 1 （　 ―） 1 （　 ―）
秋 田 県 2 （　 ―） 2 （　 ―）
新 潟 県 5 （　 ―） 5 （　 ―）
東 京 都 2 （　 ―） 2 （　 ―）
埼 玉 県 1 （　 ―） 1 （　 ―）
合 計 117 （　 ―） 118 （　　1）

（注）　上記のほか、当年度末において店舗外現金自動設備を146か所設置しております。

株式会社仙台銀行
当 年 度 末 前 年 度 末

店　うち出張所 店　うち出張所
宮 城 県 72 （　　4） 73 （　　5）
合 計 72 （　　4） 73 （　　5）

（注）　上記のほか、当年度末において店舗外現金自動設備を93か所設置しております。

⑸　企業集団の設備投資の状況
イ．設備投資の総額

（単位：百万円）
銀 行 業 そ の 他 合 計

設 備 投 資 の 総 額 3,109 ― 3,109
（注）　記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。

ロ．重要な設備の新設等
（単位：百万円）

事 業 別 会 社 名 内 容 金 額

銀 行 業
㈱ き ら や か 銀 行 店舗新築・改修等 2,027
㈱ 仙 台 銀 行 店舗新築・改修等 799

（注）　記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。

－ 21 －

企業集団の主要な営業所等の状況、企業集団の設備投資の状況
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⑹　重要な親会社及び子会社等の状況
イ．親会社の状況

　該当事項はありません。

ロ．子会社等の状況

会 社 名 所 在 地 主要業務内容 設 立
年 月 日 資本金

当社が有する
子 会 社 等 の
議 決 権 比 率

その他

株 式 会 社 き ら や か 銀 行 山形県山形市 銀 行 業 平成19年
 5 月 7 日

百万円
22,700

％
100.00 ―

株 式 会 社 仙 台 銀 行 仙台市青葉区 銀 行 業 昭和26年
 5 月25日

百万円
22,485

％
100.00 ―

山 形 ビ ジ ネ ス サ ー ビ ス
株 式 会 社 山形県山形市 事 務 受 託 業 務 昭和56年

 1 月23日
百万円

10
％

100.00 ―

き ら や か カ ー ド 株 式 会 社 山形県山形市 クレジットカード、
信 用 保 証 業 務

昭和63年
 8 月 1 日

百万円
30

％
100.00 ―

き ら や か リ ー ス 株 式 会 社 山形県山形市 リ ー ス 業 務 昭和50年
 5 月22日

百万円
80

％
95.00 ―

きらやかコンサルティング＆
パ ー ト ナ ー ズ 株 式 会 社 山形県山形市

コンサルティング・ベ
ンチャーキャピタル業
務

平成8年
 4 月 3 日

百万円
30

％
55.00 ―

株 式 会 社 富 士 通 山 形
イ ン フ ォ テ ク ノ 山形県山形市

コンピューターシス
テ ム 開 発 ・ 保 守 ・
運 用 受 託 業 務

昭和49年
10月31日

百万円
60

％
49.00 ―

（注）１．「当社が有する子会社等の議決権比率」は、小数第３位以下を切り捨てて表示しております。
２．「当社が有する子会社等の議決権比率」は、間接保有等を含んでおります。
３．株式会社富士通山形インフォテクノは、持分法適用関連会社であります。

⑺　主要な借入先
　該当事項はありません。

⑻　事業譲渡等の状況
　該当事項はありません。

⑼　その他企業集団の現況に関する重要な事項
　該当事項はありません。

－ 22 －
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２．会社役員（取締役及び監査役）に関する事項
⑴　会社役員の状況

（平成29年度末現在）
氏 名 地位及び担当 重要な兼職 その他

鈴 木 　 隆 代 表 取 締 役 会 長 ㈱仙台銀行代表取締役頭取 ―

粟 野 　 学 代 表 取 締 役 社 長 ㈱きらやか銀行代表取締役頭取 ―

御 園 生 　 勇 　 郎 常 務 取 締 役 ㈱仙台銀行代表取締役専務 ―

坂 本 行 由 常 務 取 締 役 ― ―

田 中 達 彦 取 締 役 ㈱きらやか銀行代表取締役常務 ―

髙 橋 　 博 取 締 役 ㈱仙台銀行代表取締役常務 ―

高 橋 幹 男 取 締 役 ㈱きらやか銀行代表取締役常務 ―

斎 藤 義 明 取 締 役 ㈱仙台銀行常務取締役 ―

早 　 坂 　 徳 四 郎 取 締 役 ㈱きらやか銀行常務取締役 ―

香 川 利 則 取 締 役
総 合 企 画 部 長 ㈱仙台銀行取締役 ―

熊 谷 　 満 取　締　役（社外) ― ―

内 藤 和 暁 取　締　役（社外) 古澤・内藤法律事務所弁護士 ―

熊 谷 廣 安 常 勤 監 査 役 ㈱仙台銀行監査役 ―

伊 藤 吉 明 監　査　役（社外) 伊藤公認会計士事務所所長 ―

三 浦 俊 一 監　査　役（社外) ― ―

髙 橋 　 節 監　査　役（社外) ― ―

当事業年度中に退任（辞任）した役員

東 海 林 　 賢 　 市 取 締 役 ㈱きらやか銀行代表取締役常務 平成29年6月27日退任

（注）１．取締役の熊谷満氏及び内藤和暁氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。
　　　２．取締役の熊谷満氏及び内藤和暁氏は、東京証券取引所に対し、独立役員として届け出ております。

３．監査役の伊藤吉明氏、三浦俊一氏及び髙橋節氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。
４．監査役の伊藤吉明氏、三浦俊一氏及び髙橋節氏は、東京証券取引所に対し、独立役員として届け出ております。
５．監査役の伊藤吉明氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有するものであ

ります。
６．当事業年度中に退任（辞任）した役員の地位及び重要な兼職は退任時のものであります。

－ 23 －
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⑵　会社役員に対する報酬等
（単位：百万円）

区 分 支 給 人 数 報 酬 等

取 締 役 13名 79

監 査 役 4名 23

合 計 17名 103

（注）１．金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。
２．取締役の報酬限度額については、平成27年６月24日開催の第３期定時株主総会において、年額１億８千万円以内

（うち社外取締役分は年額２千万円以内）と決議いただいております。また、平成28年６月21日開催の第４期定
時株主総会において、この報酬限度額１億８千万円以内の内枠で、社外取締役を除く取締役に対する株式報酬の限
度額を４千万円以内と決議いただいております。
監査役の報酬限度額については、平成25年６月25日開催の第１期定時株主総会において、年額６千万円以内と決
議いただいております。

３．上記の報酬等の額には、当事業年度に係る取締役（社外取締役２名及び当社子会社の取締役を兼務する６名を除
く）４名に対する業績連動型株式報酬に係る費用計上額３百万円を含んでおります。

⑶　責任限定契約
　当社は、定款において、業務執行取締役等でない取締役及び監査役の責任限定契約に関する規
定を設けております。
　当該定款に基づき当社が業務執行取締役等でない取締役及び社外監査役と締結した責任限定契
約の概要は以下の通りであります。
氏 名 責任限定契約の内容の概要

熊 谷 　 満

会社法第423条第１項に定める責任について、その職務を行うにあたり善意にしてかつ重大なる
過失がないときは、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額を限度として損害賠償責任を
負うものとする。

内 藤 和 暁
伊 藤 吉 明
三 浦 俊 一
髙 橋 　 節

－ 24 －

会社役員（取締役及び監査役）に関する事項
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３．社外役員に関する事項
⑴　社外役員の兼職その他の状況

氏 名 兼職その他の状況
熊 谷 　 満

（取　締　役） ㈱ユアテック相談役
内 藤 和 暁

（取　締　役） 古澤・内藤法律事務所弁護士
伊 藤 吉 明

（監　査　役） 伊藤公認会計士事務所所長
三 浦 俊 一

（監　査　役） ―
髙 橋 　 節

（監　査　役） ―

（注）　社外役員の兼職先と当社との間には、特別な関係はありません。

⑵　社外役員の主な活動状況
氏 名 在任期間 取締役会等への出席状況 取 締 役 会 等 に お け る 発 言

そ の 他 の 活 動 状 況

熊 谷 　 満
（取　締　役） ５年

６ヶ月
当期開催の取締役会18回のすべて
に出席しております。

取締役会において、企業経営者として培った豊富
な知識・経験等に基づき中立かつ客観的観点から
適宜説明を求め、審議に必要な発言や提言を行っ
ております。
また、当社の任意の諮問機関である指名・報酬協
議会の委員長として、取締役の指名・報酬案につ
いての審議を主導しております。

内 藤 和 暁
（取　締　役） ２年

９ヶ月
当期開催の取締役会18回のうち15
回に出席しております。

取締役会において、弁護士としての専門的な知
識・経験等に基づき中立かつ客観的観点から適宜
説明を求め、審議に必要な発言や提言を行ってお
ります。
また、当社の任意の諮問機関である指名・報酬協
議会の委員として、取締役の指名・報酬案につい
ての提言を行っております。

伊 藤 吉 明
（監　査　役）

５年
６ヶ月

当期開催の取締役会18回のすべて
に出席し、また、監査役会16回のす
べてに出席しております。

取締役会において、公認会計士としての専門的な
知識・経験等に基づき中立かつ客観的観点から適
宜説明を求め、審議に必要な発言や提言を行って
おります。
監査役会においては、監査結果等についての意見
交換、監査に関する重要事項の協議を行っており
ます。

－ 25 －

社外役員に関する事項
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氏 名 在任期間 取締役会等への出席状況 取 締 役 会 等 に お け る 発 言
そ の 他 の 活 動 状 況

三 浦 俊 一
（監　査　役）

３年
9ヶ月

当期開催の取締役会18回のすべて
に出席し、また、監査役会16回のす
べてに出席しております。

取締役会において、地方行政機関等の責任者とし
て培った知識・経験等に基づき中立かつ客観的観
点から適宜説明を求め、審議に必要な発言や提言
を行っております。
監査役会においては、監査結果等についての意見
交換、監査に関する重要事項の協議を行っており
ます。

髙 橋 　 節
（監　査　役）

１年
9ヶ月

就任後開催の取締役会18回のすべ
てに出席し、また、監査役会16回の
すべてに出席しております。

取締役会において、地方行政機関等の責任者とし
て培った知識・経験等に基づき中立かつ客観的観
点から適宜説明を求め、審議に必要な発言や提言
を行っております。
監査役会においては、監査結果等についての意見
交換、監査に関する重要事項の協議を行っており
ます。

⑶　社外役員に対する報酬等
（単位：百万円）

支給人数 当社からの報酬等 当社の子会社からの報酬等
報酬等の合計 5名 24 ―

⑷　社外役員の意見
　該当事項はありません。

－ 26 －
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４．当社の株式に関する事項
⑴　株式数

①　発行可能株式総数 1,600,000千株
うち
普通株式 1,600,000千株
Ｂ種優先株式 130,000千株
Ｃ種優先株式 200,000千株
Ｄ種優先株式 200,000千株

②　発行済株式の総数
普通株式 178,867千株

（うち自己株式8千株）
Ｂ種優先株式 130,000千株
Ｃ種優先株式 100,000千株
Ｄ種優先株式 50,000千株

③　当年度末株主数
普通株式 14,673名
Ｂ種優先株式 １名
Ｃ種優先株式 １名
Ｄ種優先株式 １名

－ 27 －
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⑵　大株主
　普通株式、Ｂ種優先株式、Ｃ種優先株式、Ｄ種優先株式につきましては、発行済株式の総数の
上位10名の株主を記載しております。
①　普通株式

株主の氏名又は名称
当社への出資状況

持 株 数 持 株 比 率
千株 ％

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 10,088 5.64

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口４） 5,745 3.21

き ら や か 銀 行 行 員 持 株 会 5,342 2.98

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 4,042 2.26

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 3,300 1.84

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口５） 2,551 1.42

三 井 住 友 海 上 火 災 保 険 株 式 会 社 2,485 1.38

JP　MORGAN　CHASE　BANK　３８５１５１ 2,136 1.19

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口１） 1,970 1.10

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口２） 1,915 1.07

（注）１．持株数は、千株未満を切り捨てて表示しております。
２．持株比率は、自己株式８千株を控除して計算しております。
３．自己株式には、株式給付信託（ＢＢＴ）導入において設定した、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）

所有の当社株式223,900株を加算しておりません。

②　Ｂ種優先株式

株主の氏名又は名称
当社への出資状況

持 株 数 持 株 比 率
千株 ％

株 式 会 社 整 理 回 収 機 構 130,000 100.00

③　Ｃ種優先株式

株主の氏名又は名称
当社への出資状況

持 株 数 持 株 比 率
千株 ％

株 式 会 社 整 理 回 収 機 構 100,000 100.00

－ 28 －

当社の株式に関する事項
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④　Ｄ種優先株式

株主の氏名又は名称
当社への出資状況

持 株 数 持 株 比 率
千株 ％

株 式 会 社 整 理 回 収 機 構 50,000 100.00

５．当社の新株予約権等に関する事項
⑴　事業年度の末日において当社の会社役員が有している当社の新株予約権等

　該当事項はありません。

⑵　事業年度中に使用人等に交付した当社の新株予約権等
　該当事項はありません。

－ 29 －

当社の株式に関する事項、当社の新株予約権等に関する事項
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６．会計監査人に関する事項
⑴　会計監査人の状況

（単位：百万円）
氏 名 又 は 名 称 当該事業年度に係る報酬等 そ の 他

新日本有限責任監査法人

16 ―指定有限責任社員　業務執行社員　公認会計士　　菅　原　和　信
指定有限責任社員　業務執行社員　公認会計士　　久保澤　和　彦
指定有限責任社員　業務執行社員　公認会計士　　満　山　幸　成

（注）１．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
２．当社、子会社及び子法人等が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額は、104百万円であります。
３．当社と会計監査人との間の監査契約においては、会社法上の監査に対する報酬等の額と金融商品取引法上の監査に

対する報酬等の額を区分しておらず、かつ実質的にも区分できないため、上記報酬等の額はこれらの合計額を含め
て記載しております。

４．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠等が適切であるか
どうかについて必要な検証を行ったうえで、これらについて適切であると判断したため、会計監査人の報酬等の額
について同意しております。

⑵　責任限定契約
　該当事項はありません。

⑶　会計監査人に関するその他の事項
　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場
　合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたしま
　す。
　　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合
　は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定
　した監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨及びそ
　の理由を報告いたします。

－ 30 －

会計監査人に関する事項
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７．財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針
　該当事項はありません。

８．業務の適正を確保する体制及び当該体制の運用状況の概要
⑴　業務の適正を確保する体制

　当社は、会社法及び会社法施行規則の規定に従い、当社及び当社グループの業務の健全性及び
適切性を確保するため、以下の「内部統制基本方針」を制定しております。
①　取締役及び使用人（グループ会社の取締役及び使用人を含む）の職務の執行が法令及び定款

に適合することを確保するための体制
イ　当社は、当社及び当社グループの役職員が法令や諸規則を遵守し、業務の適正かつ健全な

運営を図るために、コンプライアンス基本方針を制定する。また、コンプライアンスの具体
的な行動指針として、コンプライアンス規程を制定する。

ロ　当社は、グループコンプライアンス委員会を設置し、当社及び当社グループのコンプライ
アンス実施状況を監視し、コンプライアンス体制の充実に向けた課題を協議する。

ハ　当社は、コンプライアンス統括部署として、リスク統括部を設置する。リスク統括部は、
コンプライアンスに関する諸施策の立案、周知徹底指導及びその進捗状況を一元的に管理す
る。

ニ　監査部は、当社及び当社グループのコンプライアンス態勢の監査を定期的に実施し、監査
結果を取締役会へ報告する。

ホ　取締役会は、役職員等が社内外に設置した通報・相談窓口に対して、組織的又は個人的な
法令違反行為等に関する相談又は通報を行った場合に、当該通報等を適正に処理し、通報者
等を保護する態勢を構築する。

ヘ　当社は、反社会的勢力等との関係を遮断するために、反社会的勢力への対応に係る基本方
針を制定する。また、リスク統括部において反社会的勢力による被害を防止するための一元
的な管理態勢、反社会的勢力に係る連絡・連携態勢を構築する。

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
イ　取締役会は、取締役の職務の執行に係る情報を相当期間保存・管理する態勢を構築する。

また、文書管理規程に基づき、株主総会、取締役会等取締役が関与する重要会議の議事録を
作成し、保存するものとする。

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制
イ　当社は、当社及び当社グループの経営の健全性を確立し、各種リスクに見合った適正な収

益を確保するためにリスク管理方針を制定する。
ロ　当社は、当社及び当社グループの業務の適切性及び健全性を確保するため、統合的リスク

管理規程を制定し、リスクの種類・範囲に対応した適正なリスク管理を行う。
ハ　当社は、グループリスク管理委員会を設置し、当社及び当社グループにおける各種リスク

を包括的に認識し、リスクをその特性に応じた適正な範囲・規模で一元的に統括・管理する
ことにより、リスク管理態勢の強化・充実を図る。

ニ　当社は、当社及び当社グループの統合的なリスク管理態勢を確立するために、リスク統括
部を設置し、統合的なリスク管理機能及び相互牽制機能を確保し、必要な体制を構築する。

－ 31 －

財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針、業務の適正を確保する体制
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ホ　当社は、監査部がリスク統括部のリスク管理態勢の適切性及び有効性を検証する体制を構
築し、適時適切に報告させるとともに、外部監査機関と連携して、リスク管理態勢の充実強
化を図る。

④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
イ　取締役会は、決定事項について、法令に定めるもののほか、定款及び取締役会規程に定め

るものとする。
ロ　取締役会は、取締役をはじめ全役職員の職務の執行が効率的に行われるよう組織規程、業

務分掌規程、及び職務権限規程により職務・権限・意思決定のルールを策定する。
⑤　当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制

イ　当社は、当社グループの健全かつ円滑な運営を図るため、グループ経営管理規程を制定し、
一定の事項については当社報告事項又は承認事項とする。当社は、毎月開催される取締役会
において、子会社等の一定の取締役等の業務執行状況が報告されることに加え、子会社等が
一定の重要事項を行おうとするときは、事前に当社の承認を得なければならないこととし、
子会社等の統括管理を行う。

ロ　当社は、当社及び当社グループの取締役をはじめ全役職員の職務の執行が効率的で効果的
に行われるよう組織規程、業務分掌規程、及び職務権限規程により職務・権限・意思決定の
ルールを策定する。

ハ　当社は、当社及び当社グループの財務報告に係る内部統制態勢を整備し、財務報告の適正
性・信頼性を確保する。

ニ　当社は、グループ内取引等について法令等に則した適切な対応を行うとともに、グループ
内取引等に係る基本方針、グループ内の業務提携等に係る基本方針を制定し、グループの業
務の健全性の確保に重点を置いた適切な管理を行う。

ホ　リスク統括部は、当社グループ全体として適正な体制が確保されるよう子会社におけるコ
ンプライアンス体制等について指導する。

ヘ　監査部は、内部監査方針に基づき、業務の適正な運営を確保するため監査を実施し、かつ
その適正化を図るために必要な助言を行う。

⑥　監査役の職務を補助すべき使用人を置くことに関する事項
イ　監査役は、その職務について効率性及び実効性を高めるため、取締役会に対し、監査役の

職務を補助すべき使用人（以下、「補助者」という）の配置を求めることができる。
⑦　前号の補助者の取締役からの独立性に関する事項

イ　補助者の任命・異動・人事評価・懲戒処分については、あらかじめ監査役の同意を得るも
のとする。

⑧　取締役及び使用人等が監査役に報告をするための体制及びその報告をしたことを理由として
不利な取扱いを受けないことを確保するための体制
イ　取締役及び使用人等は、当社又は当社グループに著しい損害を及ぼすおそれがあることを

発見したときは、直ちに、当該事実を監査役会へ報告する。また、監査役会は、法令及び諸
規則に定める事項のほか、必要に応じて、内部監査部門等の使用人その他の者に対して報告
を求めることができる。

－ 32 －

業務の適正を確保する体制
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ロ　子会社の取締役、監査役等及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が、当社及び当
社グループに著しい損害を及ぼすおそれがあることを発見したときは、直ちに、当該監査役
会へ報告する。

ハ　上記イ及びロの報告をした者に対して、当該報告をしたことを理由として、いかなる不利
益な取扱いをしてはならないものとする。また、内部通報制度においても、内部通報をした
ことを理由として、いかなる不利益な取り扱いもしてはならないことを規定し、適切に運用
する。

⑨　監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行につ
いて生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
イ　当社は、監査役がその職務の執行について、必要な費用の前払や償還等の請求をしたとき

は、速やかに当該費用又は債務を処理する。
⑩　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

イ　監査役は、取締役会その他重要な会議へ出席するとともに、会計監査人、代表取締役、子
会社の監査役及びリスク統括部、監査部、内部統制機能を所管する社内部署と意見交換し、
連携を図ることにより、監査を実効的に行う。

⑵　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　当社が整備している内部統制システムにおける当期（平成29年4月1日から平成30年3月31日ま
で）の運用状況の概要は、以下のとおりです。
①　取締役及び使用人（グループ会社の取締役及び使用人を含む）の職務の執行が法令及び定款

に適合することを確保するための体制
イ　当社は、当社及び当社グループの役職員が法令や諸規則を遵守し、業務の適正かつ健全な

運営を図るために、コンプライアンス基本方針を制定する。また、コンプライアンスの具体
的な行動指針として、コンプライアンス規程を制定している。

ロ　当社は、取締役を委員とし、グループコンプライアンス委員会を設置、監査役も出席して
意見を述べることができることとしている。原則として毎月１回開催、当期は12回開催し
た。

ハ　当社は、コンプライアンス統括部署として、リスク統括部を設置。リスク統括部は、コン
プライアンスに関する諸施策の立案、周知徹底指導及びその進捗状況を一元的に管理してい
る。

ニ　監査部は、当社及び当社グループのコンプライアンス態勢の監査を定期的に実施し、監査
結果を取締役会へ報告した。

ホ　取締役会は、役職員等が社内外に設置した通報・相談窓口に対して、組織的又は個人的な
法令違反行為等に関する相談又は通報を行った場合に、当該通報等を適正に処理し、通報者
等を保護する態勢を構築している。

－ 33 －

業務の適正を確保する体制
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ヘ　当社は、反社会的勢力等との関係を遮断するために、反社会的勢力への対応に係る基本方
針を制定している。また、リスク統括部において反社会的勢力による被害を防止するための
一元的な管理態勢、反社会的勢力に係る連絡・連携態勢を構築している。

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
イ　取締役会は、取締役の職務の執行に係る情報を相当期間保存・管理する態勢を構築してい

る。また、文書管理規程に基づき、株主総会、取締役会等取締役が関与する重要会議の議事
録を作成し、保存している。

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制
イ　当社は、当社及び当社グループの経営の健全性を確立し、各種リスクに見合った適正な収

益を確保するためにリスク管理方針を制定している。
ロ　当社は、当社及び当社グループの業務の適切性及び健全性を確保するため、統合的リスク

管理規程を制定し、リスクの種類・範囲に対応した適正なリスク管理を行っている。
ハ　当社は、取締役を委員とし、グループリスク管理委員会を設置、監査役も出席して意見を

述べることができることとしている。原則として毎月１回開催、当期は12回開催した。
ニ　当社は、当社及び当社グループの統合的なリスク管理態勢を確立するために、リスク統括

部を設置し、統合的なリスク管理機能及び相互牽制機能を確保し、必要な体制を構築してい
る。

ホ　当社は、監査部がリスク統括部のリスク管理態勢の適切性及び有効性を検証する体制を構
築し、適時適切に報告したとともに、外部監査機関と連携して、リスク管理態勢の充実強化
を図っている。

④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
イ　取締役会は、取締役12名（うち社外取締役２名）、監査役４名（うち社外監査役３名）で

構成され、原則として毎月１回開催しており、当期は18回開催した。
⑤　当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制

イ　当社は、当社グループの健全かつ円滑な運営を図るため、グループ経営管理規程を制定
し、一定の事項については当社報告事項又は承認事項としている。
　当社は、毎月開催される取締役会において、子会社等の一定の取締役等の業務執行状況が
報告されることに加え、子会社等が一定の重要事項を行おうとするときは、事前に当社の承
認を得なければならないこととし、子会社等の統括管理を行っている。

ロ　当社は、当社及び当社グループの取締役をはじめ全役職員の職務の執行が効率的で効果的
に行われるよう組織規程、業務分掌規程、及び職務権限規程により職務・権限・意思決定の
ルールを策定している。

ハ　当社は、当社及び当社グループの財務報告に係る内部統制態勢を整備し、財務報告の適正
性・信頼性を確保している。

ニ　当社は、グループ内取引等について法令等に則した適切な対応を行うとともに、グループ
内取引等に係る基本方針、グループ内の業務提携等に係る基本方針を制定し、グループの業
務の健全性の確保に重点を置いた適切な管理を行っている。

－ 34 －

業務の適正を確保する体制
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ホ　リスク統括部は、当社グループ全体として適正な体制が確保されるよう子会社におけるコ
ンプライアンス体制等について指導している。

ヘ　監査部は、内部監査方針に基づき、業務の適正な運営を確保するため監査を実施し、かつ
その適正化を図るために必要な助言を行っている。

⑥　監査役の職務を補助すべき使用人を置くことに関する事項
イ　監査役は、その職務について効率性及び実効性を高めるため、取締役会に対し、監査役の

職務を補助すべき使用人（以下、「補助者」という）の配置を求めることができる体制を確
保している。
　なお、当期は、「補助者」を配置している。

⑦　前号の補助者の取締役からの独立性に関する事項
イ　補助者の任命・異動・人事評価・懲戒処分については、あらかじめ監査役の同意を得るも

のとしている。
⑧　取締役及び使用人等が監査役に報告をするための体制及びその報告をしたことを理由として

不利な取扱いを受けないことを確保するための体制
イ　取締役及び使用人等は、当社又は当社グループに著しい損害を及ぼすおそれがあることを

発見したときは、直ちに、当該事実を監査役会へ報告できる体制を確保している。また、監
査役会は、法令及び諸規則に定める事項のほか、必要に応じて、内部監査部門等の使用人そ
の他の者に対して報告を求めることができる体制を確保している。

ロ　子会社の取締役、監査役等及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が、当社及び当
社グループに著しい損害を及ぼすおそれがあることを発見したときは、直ちに、当該監査役
会へ報告できる体制を確保している。

ハ　上記イ及びロの報告をした者に対して、当該報告をしたことを理由として、いかなる不利
益な取扱いをしない体制を確保している。また、内部通報制度においても、内部通報をした
ことを理由として、いかなる不利益な取り扱いもしてはならないことを規定し、適切に運用
する体制を確保している。

⑨　監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行につ
いて生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
イ　当社は、監査役がその職務の執行について、必要な費用の前払や償還等の請求をしたとき

は、速やかに当該費用又は債務を処理する体制を確保している。
⑩　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

イ　監査役は、取締役会その他重要な会議へ出席するとともに、会計監査人、代表取締役、子
会社の監査役及びリスク統括部、監査部、内部統制機能を所管する社内部署と意見交換し、
連携を図ることにより、監査を実効的に行っている。

－ 35 －

業務の適正を確保する体制



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

2018/05/28 11:40:27 / 17368553_株式会社じもとホールディングス_招集通知（Ｃ）

（ご参考）
コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社は、きらやか銀行と仙台銀行並びに関連会社とともに「じもとグループ」を構成し、「お客さまに喜ばれ、信頼
され、『じもと』とともに進化・発展する新たな金融グループを創設する」を経営理念に掲げ、宮城と山形を結び、じ
もとの「人・情報・産業」をつないで地域社会の復興と繁栄にグループ役職員が一丸となって取り組んでおります。
　同時に地域金融グループとしての公共性、社会的使命を自覚した上で、コーポレート・ガバナンスを経営の最重要課
題の一つとして認識し、コーポレート・ガバナンスの充実を図っております。

コーポレート・ガバナンス体制の概要

　当社は、監査役会設置会社の制度を採用し、監査役会による監査機能を活用するとともに、当社から独立した立場に
ある社外取締役を複数名選任し、取締役会の独立性を高めるとともに、社外の視点に基づく意見・提言を取り入れる体
制とすることにより、透明性が高く、公正で健全な経営の実践に努めており、経営の健全性確保に十分な役割を果たす
ものと考えております。
　当社の経営上の意思決定、執行及び監査に係る主な経営管理組織は、以下のとおりであります。

(コーポレート・ガバナンス体制図)

株主総会

報告

監査

選任・解任

会
　
計
　
監
　
査
　
人

報
　
告

監
　
査
　
・
　
監
　
視

監
　
査
　
部

選任・解任

報告 承認

監査役

監査役会

会計監査

選任・解任

取締役会

グループコンプライアンス委員会

グループリスク管理委員会

指名・

報酬協議会

諮問

経営会議

各業務部門

株式会社きらやか銀行 株式会社仙台銀行

子会社等

－ 36 －

（ご参考）コーポレート・ガバナンス
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９．特定完全子会社に関する事項
　当事業年度末日における特定完全子会社の状況は、次のとおりであります。

特定完全子会社の名称 特定完全子会社の住所 当事業年度末日における特定完全
子会社の株式の帳簿価額（百万円）

株式会社きらやか銀行 山形県山形市旅篭町三丁目２番３号 58,676

株式会社仙台銀行 宮城県仙台市青葉区一番町二丁目１番１号 34,889

（注）　当事業年度末日における当社の総資産額は、95,375百万円であります。

１０．親会社等との間の取引に関する事項
　該当事項はありません。

１１．会計参与に関する事項
　該当事項はありません。

１２．その他
　　該当事項はありません。

－ 37 －

特定完全子会社に関する事項、親会社等との間の取引に関する事項、会計参与に関する事項、その他



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

2018/05/28 11:40:27 / 17368553_株式会社じもとホールディングス_招集通知（Ｃ）

第６期末（平成30年３月31日現在）連結貸借対照表
（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額
（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）
現 金 預 け 金

買 入 金 銭 債 権

商 品 有 価 証 券

有 価 証 券

貸 出 金

外 国 為 替

リース債権及びリース投資資産

そ の 他 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

土 地

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

の れ ん

そ の 他 の 無 形 固 定 資 産

退 職 給 付 に 係 る 資 産

繰 延 税 金 資 産

支 払 承 諾 見 返

貸 倒 引 当 金

152,054

952

2

590,443

1,722,003

399

11,283

21,293

25,633

9,459

14,183

1,991

2,288

1,910

145

233

2,176

4,716

6,141

△11,594

預 金 2,158,475
譲 渡 性 預 金 174,761
コ ー ル マ ネ ー 及 び 売 渡 手 形 50,000
借 用 金 11,104
外 国 為 替 0
そ の 他 負 債 7,852
賞 与 引 当 金 329
退 職 給 付 に 係 る 負 債 80
睡 眠 預 金 払 戻 損 失 引 当 金 335
偶 発 損 失 引 当 金 52
繰 延 税 金 負 債 1,498
再 評 価 に 係 る 繰 延 税 金 負 債 1,636
支 払 承 諾 6,141
負 債 の 部 合 計 2,412,267
（ 純 資 産 の 部 ）
資 本 金 17,000
資 本 剰 余 金 67,138
利 益 剰 余 金 27,362
自 己 株 式 △34
株 主 資 本 合 計 111,465
そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 935
土 地 再 評 価 差 額 金 3,572
退 職 給 付 に 係 る 調 整 累 計 額 △834
その他の包括利益累計額合計 3,673
非 支 配 株 主 持 分 387
純 資 産 の 部 合 計 115,526

資 産 の 部 合 計 2,527,794 負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計 2,527,794

－ 38 －

連結貸借対照表
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第６期 (平成29年 4 月 1 日から
平成30年 3 月31日まで) 連結損益計算書

（単位：百万円）
科 目 金 額

経 常 収 益 42,666
資 金 運 用 収 益 28,682

貸 出 金 利 息 21,998
有 価 証 券 利 息 配 当 金 6,484
コールローン利息及び買入手形利息 1
預 け 金 利 息 115
そ の 他 の 受 入 利 息 82

役 務 取 引 等 収 益 5,607
そ の 他 業 務 収 益 260
そ の 他 経 常 収 益 8,116

償 却 債 権 取 立 益 92
株 式 等 売 却 益 1,693
そ の 他 の 経 常 収 益 6,330

経 常 費 用 38,949
資 金 調 達 費 用 899

預 金 利 息 766
譲 渡 性 預 金 利 息 32
コールマネー利息及び売渡手形利息 △34
借 用 金 利 息 104
そ の 他 の 支 払 利 息 30

役 務 取 引 等 費 用 3,454
そ の 他 業 務 費 用 1,062
営 業 経 費 27,266
そ の 他 経 常 費 用 6,267

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 6
そ の 他 の 経 常 費 用 6,260

経 常 利 益 3,717
特 別 利 益 71

固 定 資 産 処 分 益 71
特 別 損 失 211

固 定 資 産 処 分 損 36
減 損 損 失 175

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 3,577
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 272
法 人 税 等 調 整 額 277
法 人 税 等 合 計 550
当 期 純 利 益 3,027
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 8
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 3,018

－ 39 －

連結損益計算書
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第６期 (平成29年 4 月 1 日から
平成30年 3 月31日まで) 連結株主資本等変動計算書

（単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 17,000 67,138 25,493 △34 109,596

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △1,190 △1,190

親会社株主に帰属する当期純利益 3,018 3,018

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0

自 己 株 式 の 処 分 0 0

土 地 再 評 価 差 額 金 の 取 崩 40 40

株主資本以外の項目の当期変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計 － － 1,869 0 1,869

当 期 末 残 高 17,000 67,138 27,362 △34 111,465

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
非支配株主持分 純 資 産 合 計その他有価証券

評 価 差 額 金 土地再評価差額金 退職給付に係る
調 整 累 計 額

そ の 他 の 包 括
利益累計額合計

当 期 首 残 高 3,315 3,613 △1,315 5,612 404 115,614

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △1,190

親会社株主に帰属する当期純利益 3,018

自 己 株 式 の 取 得 △0

自 己 株 式 の 処 分 0

土 地 再 評 価 差 額 金 の 取 崩 40

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △2,379 △40 480 △1,939 △17 △1,956

当 期 変 動 額 合 計 △2,379 △40 480 △1,939 △17 △87

当 期 末 残 高 935 3,572 △834 3,673 387 115,526

－ 40 －

連結株主資本等変動計算書
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第６期末（平成30年３月31日現在）貸借対照表
（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額
（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

貯 蔵 品

前 払 費 用

未 収 収 益

未 収 入 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

流 動 資 産 合 計

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

工 具 、 器 具 及 び 備 品

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

無 形 固 定 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産

関 係 会 社 株 式

敷 金

繰 延 税 金 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

1,485

0

3

0

258

5

4

1,758

9

9

33

33

93,566

7

1

93,574

93,617

流 動 負 債
未 払 金 0
未 払 費 用 0
未 払 法 人 税 等 11
未 払 消 費 税 等 8
未 払 配 当 金 36
預 り 金 1
そ の 他 10

流 動 負 債 合 計 69
固 定 負 債

そ の 他 5
固 定 負 債 合 計 5
負 債 の 部 合 計 75
（ 純 資 産 の 部 ）
株 主 資 本

資 本 金 17,000
資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金 15,500
そ の 他 資 本 剰 余 金 60,868

資 本 剰 余 金 合 計 76,368
利 益 剰 余 金

　 　  そ の 他 利 益 剰 余 金 1,966
繰 越 利 益 剰 余 金 1,966

利 益 剰 余 金 合 計 1,966
自 己 株 式 △34

株 主 資 本 合 計 95,300
純 資 産 の 部 合 計 95,300

資 産 の 部 合 計 95,375 負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計 95,375

－ 41 －

貸借対照表
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第６期 (平成29年 4 月 1 日から
平成30年 3 月31日まで) 損益計算書

（単位：百万円）
科 目 金 額

営 業 収 益
手 数 料 収 入 478

受 取 配 当 金 1,278

営 業 収 益 合 計 1,757

営 業 費 用

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 479

営 業 費 用 合 計 479

営 業 利 益 1,278
営 業 外 収 益

受 取 利 息 0

受 取 家 賃 7

雑 収 入 0

営 業 外 収 益 合 計 7

営 業 外 費 用

社 債 発 行 費 償 却 3

創 立 費 償 却 1

雑 損 失 2

営 業 外 費 用 合 計 6

経 常 利 益 1,279

税 引 前 当 期 純 利 益 1,279
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 7

法 人 税 等 調 整 額 3

法 人 税 等 合 計 11

当 期 純 利 益 1,268

－ 42 －

損益計算書
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第６期 (平成29年 4 月 1 日から
平成30年 3 月31日まで) 株主資本等変動計算書

（単位：百万円）
株 主 資 本

純 資 産
合 計資 本 金

資 本 剰 余 金 利益剰余金

自 己 株 式 株 主 資 本
合 計資本準備金 そ の 他 資

本 剰 余 金
資 本 剰 余
金 合 計

そ の 他 利
益 剰 余 金 利 益 剰 余

金 合 計繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 17,000 15,500 60,868 76,368 1,887 1,887 △34 95,221 95,221

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △1,190 △1,190 △1,190 △1,190

当 期 純 利 益 1,268 1,268 1,268 1,268

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0 △0

自 己 株 式 の 処 分 0 0 0

当 期 変 動 額 合 計 － － － － 78 78 0 78 78

当 期 末 残 高 17,000 15,500 60,868 76,368 1,966 1,966 △34 95,300 95,300

－ 43 －

株主資本等変動計算書
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書謄本

独立監査人の監査報告書
平成30年５月11日

株式会社 じもとホールディングス
取　締　役　会　御中

新 日 本 有 限 責 任 監 査 法 人
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 菅 原 和 信 ㊞
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 久保澤　和　彦 ㊞
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 満 山 幸 成 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社じもとホールディングスの平成29年４月
１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算
書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見
を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して
監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的
な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監
査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に
基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算
書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及び
その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討す
ることが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、株式会社じもとホールディングス及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間
の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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会計監査人の監査報告書謄本

独立監査人の監査報告書
平成30年５月11日

株式会社 じもとホールディングス
取　締　役　会　御中

新 日 本 有 限 責 任 監 査 法 人
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 菅 原 和 信 ㊞
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 久保澤　和　彦 ㊞
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 満 山 幸 成 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社じもとホールディングスの平成29
年４月１日から平成30年３月31日までの第６期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、
株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びそ
の附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計
算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用
することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細
書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の
基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示
がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施すること
を求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が
実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意
見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手
続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も
含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要
な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

－ 45 －
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監査役会の監査報告書謄本

監　査　報　告　書
　当監査役会は、平成29年４月１日から平成30年３月31日までの第６期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監
査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
⑴　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、

取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
⑵　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査

部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を
実施しました。
①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に

応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社において業務及び財産の状況を調査いたしました。
　また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社
から事業の報告を受けました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式
会社及びその子会社からなる企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第
１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部
統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に
応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査
人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の
遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する
品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説
明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主
資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結
株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果
⑴　事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する

事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。
⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人　新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
⑶　連結計算書類の監査結果

　会計監査人　新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成30年５月11日
株式会社 じもとホールディングス 監査役会

常勤監査役 熊 谷 廣 安 ㊞
社外監査役 伊 藤 吉 明 ㊞
社外監査役 三 浦 俊 一 ㊞
社外監査役 髙 橋 　 節 ㊞

以　上
－ 46 －

監査役会の監査報告



2018/05/28 11:40:27 / 17368553_株式会社じもとホールディングス_招集通知（Ｃ）

メ　　モ

－ 47 －

メモ



CSRへの取り組み

2018/05/28 11:40:27 / 17368553_株式会社じもとホールディングス_招集通知（Ｃ）

震災復興と地域活性化に向けて
～震災復興感謝祭開催～

　平成29年10月、きらやか銀行と仙台銀行は、東日本大震災復興
支援ならびに地元地域活性化を目的として、『じもとまつり in 山
形 2017 ～震災復興感謝祭～』を開催しました。
　震災復興支援の一環として行ってきた本取り組みは、今回で６
回目の開催となりました。
山形市等が主催する「街なか
賑 わ い フ ェ ス テ ィ バ ル  
2017」との官金連携によ
り、山形・宮城の食材や商
品の魅力を多くの方々に感
じていただき、地域振興・
活性化に向けて取り組みま
した。 じもとまつり in 山形 2017

～震災復興感謝祭～

きらやか産業賞・ベンチャービジ
ネス奨励賞の贈呈

　きらやか産業賞は、技術や経営の革新・国際化・教育訓練の面
で特に優れた実績を上げている県内の中小企業と団体・個人を顕
彰しており、平成29年度で29回目となりました。
　また、特に将来性があり、新技術・新製品などの研究開発を行
う中小企業と関連団体・研究成果による起業を予定している個人・
団体を奨励するベンチャービジネス奨励賞は22回目となりまし
た。
　今後もきらやか産業賞及びベンチャービジネス奨励賞を継続
し、CSR及び本業支援の観点からも地元産業活性化に取り組んでま
いります。

平成30年３月12日　きらやか産業賞贈呈式

一般財団法人きらやか銀行教育
福祉振興基金の活動

　一般財団法人きらやか銀行教育福祉振興基金（理事長　粟野　
学　きらやか銀行頭取）では、教育・学術の振興及び社会福祉、
交通安全施設、生活環境の拡充整備等に助成を行い、教育水準の
向上・並びに地域社会に貢献することを目的としており、昭和50
年３月の設立以来、県内の
保育園・幼稚園・小学校・
中学校・高等学校・社会福
祉法人等を対象に地域貢献
活動を行っております。
　なお、教育福祉振興基金
では育英会事業も行ってお
り、当財団は今後更に活動
を広げ、より地域社会に貢
献してまいります。

保育園における学習環境拡充のため幼児
用絵本を寄贈

地域のスポーツ振興活性化
学生への強化指導

平成29年１月22日　当行野球部の強化指導

　きらやか銀行野球部は、CSR活
動（企業の社会的責任活動）も継
続的に行っております。野球教室
はきらやかリトルリーグ杯と並
び、30年以上継続して行っている
野球部の大事な社会貢献活動で
す。じもとの野球力の底上げを
図るための活動として、オフシーズンに中学生・高校生を対象と
した強化指導を行っており、平成29年11月３日、４日には、最北
地区７校の高校生118名が当行野球部と合同練習を行いました。

きらやか銀行杯リトルリーグ開催

平成29年９月23日
「きらやか銀行杯リトルリーグ野球
山形大会」選手宣誓

　平成29年９月23日、24日に「き
らやか銀行杯リトルリーグ野球山
形大会」が開催されました。今回
で34回目を数え、当行は協賛企業
として、大会当日は当行野球部部
員や当行本業支援部が大会運営の
お手伝いを行いました。

－ 48 －
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公益信託
「仙台銀行まちづくり基金」

　宮城県内でまちづくり活動等に取り組んでいる方々を応援する
ため、平成４年６月に創業40周年記念事業として公益信託「仙台
銀行まちづくり基金」を設立しました。
　平成29年度は、東日本大震災からの地域復興やまちづくりに取
り組む団体など、合計15先に総額200万円を助成しました。今回
の助成を含めますと、創設以来、助成累計実績は146先、1,790万
円となります。
　仙台銀行では、今後も本基金を通じて、震災復興に向けたまち
づくり活動を支援してまいります。

地域行事への参加
　仙台銀行は、地域の一員として、どんと祭（１月）や仙台青葉
まつり（５月）などの地域行事に参加しております。仙台青葉ま
つりでは、これまでも仙台銀行職員有志がすずめ踊りに参加して
おりましたが、地域行事へのさらなる貢献のため、平成27年12
月、すずめ踊り部「じもと応援すずめ組」を設立しました。
　様々なイベント等への参加や新店舗の開店を祝してすずめ踊り
を披露するなど、積極的に活動しています。
　また、仙台銀行ときらやか銀行は、宮城県と山形県で開催され
る地域行事にじもとグループとして合同で参加するなど、県境を
越えた地域の交流を深めております。
　今後も、仙台青葉まつりなどの様々なイベントへ積極的に参加
し、地域活性化に貢献してまいります。

仙台青葉まつり　すずめ踊り　（仙台市）

山形花笠まつり
（山形市）

地方自治体との連携
仙台市とのネーミングライツ契約を締結

　仙台銀行は、平成29年４月、仙台市が所有する「泉文化創造セ
ンター（イズミティ21）」
の施設命名権を取得し、市
とネーミングライツ契約を
締結、新しい愛称を「仙台
銀行ホール イズミティ21」
といたしました。
　当施設での開催イベント
の協賛等を通じ、仙台市と
連携を図りながら、地域の
皆さまの文化活動を支援し
ています。

仙台銀行ホール イズミティ21
看板除幕式

流通産業協同組合との業務提携
　仙台銀行は、流通産業協同組合と、取引先企業の外国人技術実
習制度の受け入れを支援することを目的とした業務提携の覚書を
締結しました。同組合との業務提携は、地方銀行及び第二地方銀
行では初めての取り組みとなります。
　外国人技術実習制度とは、国際貢献のために発展途上国等の外
国人を日本で受け入れ、一定期間OJTを通じて技術移転する制度
であり、流通産業協同組合と連携し、外国人技術実習生受け入れ
を支援することで、取引先企業における外国企業との関係強化
や、発展途上国等の経済・産業・社会の発展に寄与することを目
的としております。
　仙台銀行では、取引先の経営課題解決に向けた「本業支援」に
取り組み、取引先の経営課題解決を支援するとともに、地方創生
ならび地域経済の発展に貢献してまいります。

業務提携契約の締結式

－ 49 －

ＣＳＲへの取り組み
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中継会場ご案内図
●中継会場は、会社法上の株主総会の会場ではございません。中継会場では株主総会会場の模様

を、スクリーンを通してご覧いただけるようになっておりますが、ご質問、賛否等株主様の権
利のご行使はできませんので、ご了承願います。

●中継会場にご来場の場合は、書面またはインターネットにより、あらかじめ議決権のご行使を
お済ませのうえ、中継会場入場票を会場受付へご提出くださいますよう、お願い申し上げま
す。

会　場／仙台市青葉区一番町二丁目１番１号 中継会場電話

仙台銀行本店　９階講堂 (022)722-0039

西
口
ロ
ー
タ
リ
ー

パルコパルコ

ロフトロフト

リッチモンド　
　　ホテル●
リッチモンド　
　　ホテル●

●
TSUTAYA

ヤマダ電機ヤマダ電機

みずほ銀行みずほ銀行

イオンイオン

七十七
銀行
七十七
銀行

ホテル
メトロポリタン

仙台

ホテル
メトロポリタン

仙台

アエルアエル

南町通

青葉通

クリスロー
ド

ハピナ名掛
町

東
二
番
丁
通

愛
宕
上
杉
通

●

本店

仙 

台 

駅

中継会場

N

最寄りの駅

J  R 　 線 仙 台 駅 か ら 徒 歩 ･ ･ ･ ･ ･ ･ 約11分
JR 仙　石　線 あおば通駅から徒歩 ･ ･ ･ ･ ･ ･ 約 ６ 分

仙台市営地下鉄 仙 台 駅 か ら 徒 歩 ･ ･ ･ ･ ･ ･ 約 ７ 分
青葉通一番町駅から徒歩 ･ ･ ･ ･ ･ ･ 約 １ 分

山形仙台間高速バス 仙 台 駅 前 か ら 徒 歩 ･ ･ ･ ･ ･ ･ 約 ８ 分

中継会場ご案内図
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株主総会会場ご案内図
●当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場

受付にご提出くださいますようお願い申し上げます。

会　場

山形市緑町一丁目２番36号
遊学館　２階ホール

当社電話

(022)722-0039

※無料駐車場「テレパーク」「県営駐車場」を準備しております。

〒〒

〒〒
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株主総会会場ご案内図




